
公   示   公   告 

 

 平成３１年４月１６日 

   次のとおり見積り合せを実施します。 

 

        最高裁判所 

        支出負担行為担当官 

        最高裁判所事務総局経理局長 笠 井 之 彦 

 

１ 件名 家裁調査官実務研究における意見交換等に係る録音反訳及び翻訳業務 

２ 調達内容，納入期限及び納入場所 

別添「見積り合せ要領」のとおり 

３ 見積書提出期限及び見積書提出場所等 

  別添「見積り合せ要領」のとおり 

 



 

 

 

 

 

 

 

見積り合せ要領 
 

 

 

 

 

件 名：家裁調査官実務研究における意見交換等に係る録音反訳

及び翻訳業務 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          最高裁判所 

          支出負担行為担当官 

          最高裁判所事務総局経理局長 笠 井 之 彦 



１ 一般事項 

本見積り合せ要領（添付資料及び別紙を含む。以下「本要領」という。）は，最高裁

判所（以下「裁判所」という。）が平成３１年４月１６日に公示公告した「家裁調査官

実務研究における意見交換等に係る録音反訳及び翻訳業務」に係る見積り合せに際して見

積書提出者が了知し，遵守すべき事項等を規定したものです。 
  本要領の交付を受けた者は，裁判所から提供を受けた文書，データ等すべて（本要領

のほか，追加資料を含む。以下，総じて「裁判所提示文書」という。）について，第三

者（他の提出者を含む。）に漏らしてはならず，裁判所提示文書を本調達手続以外の目

的（広告，宣伝，販売促進，広報を含む。）に使用してはなりません。 

  見積り合せに参加しようとする者は，本要領の内容を十分に了知の上，裁判所の調達

条件のすべてを承諾して見積書を提出しなければなりません。 
２ 見積合せに参加する者に必要な資格等 

  最高裁判所から指名の対象外とすることを定める措置を受けていないこと。 

３ 見積り合せに付する事項 

 件  名 家裁調査官実務研究における意見交換等に係る録音反訳及び翻訳業務 
  内容，納入期限及び納入場所 

別添「仕様書」のとおり。 
 見積書提出期限及び場所 

  ア 見積書提出期限 

    平成３１年５月３０日（木）正午まで（郵送又はファクシミリによる提出可） 
※ ファクシミリの場合は，追って原本を提出する必要があります。 

  イ 見積書提出場所 

〒102-8651 東京都千代田区隼町４番２号 
最高裁判所事務総局経理局用度課役務調達係 

  技術審査 
参加者は，履行能力を審査するために別添「技術審査要領」に従い，技術審査願

（別添様式）を平成３１年５月８日（水）正午までに提出してください。 
 なお，技術審査に不合格になったものは本件見積り合わせに参加することはできま

せん。 
４ 参加者は，上記３ ア及びイのとおり見積書を提出してください。 

なお，見積金額は，本件業務に要する一切の諸経費を含めた金額とします。また，消費

税課税業者については，消費税及び地方消費税の金額を必ず記載してください。 
ただし，消費税課税業者が消費税及び地方消費税の課税金額を明示しない場合には，

消費税及び地方消費税が含まれているものとして扱います。 
５ 見積書の提出期限（３ ア）を徒過した場合は，無効とします。 

６  契約の相手方について 
 受注者は，見積書記載金額（消費税及び地方消費税金額を含む。）が，裁判所が定

めた予定価格以内で，最低の金額の見積りをした者とします。 
 同額の見積書を提出した者が２者以上あるときは，その同額の見積書を提出した者

において，別途指定する日時までに再度見積書を提出してもらい，前回の見積書の金



額以下で，かつ，最低の金額の見積りをした者を受注者とします。 
 上記 において，同額の見積書を提出した者が２者以上あるときは，別途指定する

日時において，くじ引きにより受注者を定めます。この場合，くじを引かない者があ

るときは，これに代わって当庁の指定した職員がくじを引きます。 
７ 照会 
  本要領の内容に関し，合理的と認められる照会は次の窓口で受け付けます。 
  なお，照会は書面によることとします。 
  受付窓口 
   〒102-8651 東京都千代田区隼町４番２号 

   最高裁判所事務総局経理局用度課役務調達係（担当：芝原） 
      電 話 ０３－３２６４－５８６４（係直通） 
      ＦＡＸ ０３－３２３４－０９２３ 
     E-mail  Shibahara.Kouichi421@courts.jp 
 (cc: Kasai.Shunsuke006@courts.jp) 
      （ＦＡＸ及び E-mail による場合は，事前に電話連絡をお願いします。） 
  受付時間 
   午前９時３０分から正午まで及び午後１時から午後４時まで 
   （裁判所の休日を除く。） 
  照会締切 
   平成３１年５月２３日（木）正午まで 
８ その他 
  見積書の作成及び提出にかかる費用等は，提出者の負担とします。 
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仕  様  書 

 

第１ 業務内容等 

 １ 「テープ起こし業務」は，受注者に対し，英語による反訳対象記録

媒体（以下「対象媒体」という。）及び別紙様式による指示メモを交付

してその反訳を発注し，受注者はこれを請け負い，反訳書を作成し発

注者へ引き渡す業務をいう。 

 ２ 「翻訳業務」は，１により反訳書を作成し発注者へ引き渡した受注

者が，引き続き対象媒体を日本語に翻訳し，発注者へ引き渡す業務を

いう。 

 ３ 契約期間及び納期は，次のとおりである。 

   契約期間 契約日から新元号元年１１月１５日まで 

   納期 

    以下のとおり。ただし，最終納期は新元号元年１１月１５日まで

とする。 

   ア テープ起こし業務 

     受注者が対象媒体等を受領した日の翌日から起算して４６日

（裁判所の休日に関する法律に規定する裁判所の休日（以下「裁

判所の休日」という。）を除く。）以内とする。ただし，発注者と受

注者の協議により納期を伸長することができる。 

     時間は，１９１分３０秒（講義）及び２４９分５０秒（意見交

換）の合計４４１分２０秒である。 

   イ 翻訳業務 

     講義部分についてのみ翻訳する。 

 アのテープ起こし業務に係る最終稿の検査完了日の翌日から

起算して６０日（裁判所の休日を除く。）以内とする。ただし，
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発注者と受注者の協議により納期を伸長することができる。 

 ４ 要件 

   テープ起こし業務 

離婚や面会交流などをめぐる諸問題に関する専門用語（医学用語，

心理学をはじめとする行動科学に関する用語）が用いられた書類又

は家庭裁判所の職務に係る法律関係の書類について，テープ起こし

業務を行った実績があること。 

   翻訳業務 

ア 離婚や面会交流などをめぐる諸問題に関する専門用語（医学用

語，心理学をはじめとする行動科学に関する用語）が用いられた書

類又は家庭裁判所の職務に係る法律関係の書類について，翻訳業

務を行った実績があること。 

   イ 法律関係の情報及び心理学関係の情報について，必要に応じて，

海外のデータベースも含めてアクセスすることができ，かつ，英

語及び日本語の文意を十分に理解した上での翻訳を行うことがで

きること。 

   ウ 的確な翻訳を行うため，翻訳者のほか，少なくとも１名は校閲

者を手配すること。 

第２ 対象媒体及び指示メモ等の交付及び管理 

１ 発注者は，受注者に対し，対象媒体及び別紙様式による指示メモ等

を書留郵便による郵送等（受取人の受領確認が必要な方法に限る。）又

は直接手渡しにより交付するものとする。 

２ 発注者から受注者に対する対象媒体及び指示メモ等の交付費用は発

注者の負担とし，受注者から発注者に対する反訳書，対象媒体及び指

示メモ等の提出費用は受注者の負担とする。 

３ 受注者は，対象媒体及び指示メモ等を適正かつ厳重に管理しなけれ
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ばならない。 

第３ 納入方法，セキュリティ等 

１ 受注者は，発注者が指示するデータ形式による反訳データを，原則

としてメールに添付して送信する方法で納入する。ただし，発注者が

指示する場合には，発注者が提供する記録媒体に反訳データを保存し

て納品し，又はプリントアウトした反訳書を納品しなければならない。 

２ 受注者は，納入する反訳データにパスワードを設定しなければなら

ない。 

３ 受注者は，発注者に記録媒体を納入する前に，当該記録媒体につい

て，最新のセキュリティパッチが適用され，ウイルス対策ソフトウェ

アをインストールし，最新の定義ファイルが適用されているパソコン

においてウイルスチェックを行い，ウイルスに感染していないことを

確認しなければならない。 

４ 翻訳データの納入方法及びセキュリティについては，反訳データの

定めに準じるものとする。 

５ 受注者は，全ての納入物の検査に合格した場合には，対象媒体及び

指示メモ等を発注者に返還しなければならない。 

第４ 初稿の提出期限及び校正 

 １ テープ起こし業務 

 受注者は，発注者から当該記録媒体を受領した日の翌日から起算

して２０日（裁判所の休日を除く。）以内に反訳初稿を発注者に提出

しなければならない。 

   発注者は受注者から反訳初稿の提出を受けた場合には，速やかに

校正を行い，その結果，修正の有無を，提出を受けた日の翌日から

起算して２０日（裁判所の休日を除く。）以内に受注者に通知する。 

   発注者は， の校正の結果，反訳初稿の修正を必要とする場合に
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は，受注者に対し，修正を求めることができる。 

 受注者は，発注者から修正を求められた場合には，その修正を求

められた日の翌日から起算して３日（裁判所の休日を除く。）以内に，

反訳原稿を修正した上，修正稿を発注者に提出しなければならない。 

   発注者は，修正稿の校正については，提出を受けた日の翌日から

起算して３日（裁判所の休日を除く。）以内に結果を通知する。 

 ２ 翻訳業務 

 受注者は，１において反訳原稿の提出を終えた日の翌日から起算

して４０日（裁判所の休日を除く。）以内に翻訳初稿を発注者に提出

しなければならない。 

   発注者は受注者から翻訳初稿の提出を受けた場合には，速やかに

校正を行い，その結果，修正の有無を，提出を受けた日の翌日から

起算して１０日（裁判所の休日を除く。）以内に受注者に通知する。 

   発注者は， の校正の結果，翻訳初稿の修正を必要とする場合に

は，受注者に対し，修正を求めることができる。 

 受注者は，発注者から修正を求められた場合には，その修正を求

められた日の翌日から起算して４日（裁判所の休日を除く。）以内に，

翻訳原稿を修正した上，修正稿を発注者に提出しなければならない。 

   発注者は，修正稿の校正については，提出を受けた日の翌日から

起算して３日（裁判所の休日を除く。）以内に結果を通知する。 

第５ 業務上の注意義務等 

 １ 受注者は，発注者に対し，本業務の完成義務を負い，発注者は受注

者の業務遂行に必要な協力義務を負うものとする。 

 ２ 受注者は，対象媒体及び指示メモ等を適正かつ厳重に管理し，発注

者の承諾を得た場合を除き，これらを複製又は複写してはならない。 

３ 諸般の事情により，テープ起こし業務を行う者及び翻訳業務を行う
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者を交代した場合，受注者は，発注者に対し，新たに同業務に携わる者

につき，離婚や面会交流などをめぐる諸問題に関する専門用語（医学

用語，心理学をはじめとする行動科学に関する用語）が用いられた書

類又は家庭裁判所の職務に係る法律関係の書類について，テープ起こ

し業務及び翻訳業務を行った実績があることを証明する資料を提出す

る。 

 ４ 受注者は，本業務の遂行上知り得た情報を第三者に漏らし，又は本

業務の履行以外の目的に使用してはならない。受注者は，発注者が保

有する個人情報を含む秘密が漏えいするなどの事故が発生した場合に

は，直ちに事故の内容を発注者に報告しなければならない。 

 ５ 受注者は，発注者に提出した反訳書が検査職員の検査に合格した旨

の通知を受けたときは，発注者の指示に従い，本件業務の実施に関し

入手したデータ等（複写複製物等を含む。）を適切に破棄，消去しなけ

ればならない。 

第６ その他 

１ 翻訳成果物の著作権（著作権法第２７条の翻案権及び第２８条の二

次的著作物利用権を含む。）は，発注者に帰属する。  

  受注者は，発注者及び翻訳成果物の利用者が翻訳成果物を利用する

こと（翻訳，翻案又は改変等をして利用することを含む。以下，同じ。）

に関し，自ら著作者人格権その他一切の権利主張をせず，かつ，翻訳

者，校閲者等の翻訳業務実施に関与した者に著作者人格権その他一切

の権利主張をさせないものとする。  

 ２ 本仕様書に定めのない事項については，発注者と受注者が双方協議

して決定する。 



名 称

期 日

①

②

③

反 訳 時 間 時間 分

□

□

フ ァ イ ル 形 式 ■ Ｗｏｒｄ形式 □ その他（　            　）

□ 任　意

■ 指　定

① 用紙サイズ ■ Ａ４ □ その他（　　　　　　　　　　）

② 文字方向 □ 縦 ■ 横

③ 文字サイズ 12 ポイント

④ 字   数 37 字 ⑤ 行   数 26 行

⑥ マージン

上   端 ミリ 下   端 ミリ

左   端 ミリ 右   端 ミリ

提 出 方 法 □ メール □ 記録媒体（　　　　　　） □ 紙原稿

反 訳 対 象 媒 体 □ ＣＤ □ その他（　　　　　　）

□ あり □ なし

資料名

□ その他指示事項は別添のとおり

依頼部署 □　　　　　　□　　　　　　□　　　　(担当者： ）
※　該当する□に，■又はチェックを付すこと。

備 考

書 式

指 示 メ モ（テープ起こし業務）

発 言 者

添 付 資 料

初 稿 提 出 期 限



技術審査要領 

 

１ 審査要領 

  仕様書の第１の４に記載の要件を証明するため，テープ起こし業務及

び翻訳業務に携わる者は，平成３１年５月８日（水）正午までに以下の

書面を提出する。 

  なお，各書面の氏名はイニシャルで表記しても差し支えない。 

 離婚や面会交流などをめぐる諸問題に関する専門用語（医学用語，

心理学をはじめとする行動科学に関する用語）が用いられた書類又は

家庭裁判所の職務に係る法律関係の書類について，テープ起こし業務

及び翻訳業務を行った実績が分かる資料 

 別添の資料を和訳したもの 

※和訳した者の氏名を記載の上，Ａ４版の用紙に印字したもの及び

その電子データをまとめて提出すること。） 

２ 審査基準 

  １の の翻訳原稿については，次の審査基準に基づき，採点を行う。

不適切な部分が１か所あるごとに１点減点し，４点以上の減点で失格と

する。 

 日本語文として，用語の選択・文法・構文・表現が正確もしくは適 

切であるか。 

  原文の趣旨を的確に捉え，適切な用語に置き換えているか。 

  訳漏れがないか。 

 









（別紙様式）                                

 平成３１年  月  日提出   

 

 最高裁判所事務総局経理局長 殿 

 

技 術 審 査 願 

 

                        提出者の 

             住所 

             氏名及び印（又は署名） 

 

 下記１の見積り合せに参加したいので，別添のとおり技術審査願を提出します。 

                                    記 

１ 調達件名 

家裁調査官実務研究における意見交換等に係る録音反訳及び翻訳業務 

２ 提出資料等 

  別添「技術審査要領」記載のとおり 

３ 問い合わせ先（連絡担当者の名刺を貼付） 


